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1. はじめに 

近年、世界的にスタートアップへの関心が高まり、日本でもスタートアップ創出・支援

が重点政策となっている。その柱の一つとしてアントレプレナーシップ教育

（Entrepreneurship Education, 以下 EE）が存在している。大学等で EE に従事する筆者と

しても、社会全体のスタートアップへの期待の高まりを大きく実感している。 

一方で、EE には、研究・実践における論点が多く残されている。特に、EEを推進する社

会的な機運の大前提として、「スタートアップの創出・成長促進に EEが効果的」という認

識・期待があると考えられるが、必ずしも手放しに政策的成果に直結するとは言い切れな

い現場感覚もある。また、教育においてベストプラクティスは確立されておらず、研究上

の検証方法の問題が指摘されている。 

この状況を俯瞰すると、EE への社会的期待は年々高まっているものの、効果検証等が不

十分なまま、「EE をやれば効果が出る」という期待が先行する形で、一時的なブームとし

て EEが拡大・再生産される恐れもある。これらの懸念を克服するためにも、今あらためて

EE の研究・実践を足元から見つめ直す必要がある。 

そこで本研究では、従来の EE 研究では行われていなかった問題化レビュー(Alvesson & 

Sandberg, 2013, 2020)を実施し、今日の EE 研究が抱える前提的な問題点やバイアスを明

らかにし、今後の研究アジェンダとデザインの検討を行う。 

 

2. 研究概要 

2.1 EE 研究の概観と本研究の対象領域 

研究の変遷を概観するため、まず EE に関するレビュー文献を確認する。1990 年代より

初期的なレビューが登場し、アントレプレナーシップとスキルは教えることができると報

告されている(Gorman et al., 1997）。2000 年代には、学術的な正統性(Kuratko, 2005）

や教育現場におけるアントレプレナーシップの意味（Pittaway & Cope, 2007）といった研

究上の課題が指摘されている。2010 年以降には、システマティック・レビューやメタ・レ

ビューが増加し、EE 研究は非常に断片的で蓄積性がない点(Fayolle, 2013)や EE の効果研

究が短期的かつ主観的な成果測定に重点が置かれており、教育方法の記述も著しく不十分

である点(Nabi et al., 2017)が指摘されている。 

Loi et al.(2016)は、1991 年から 2014年までの EE 研究論文 1,956 件の共引用分析を行

い、EE の中核的な研究テーマを特定した。それは、①大学における EE の内観、②学生の

起業意思、③教授法、④アントレプレナー的な学び、⑤教育・研修内容の評価である。中

でも、文献数が最も確認iされたのが「起業意思（Entrepreneurial Intention, 以下 EI）」

であり、5 つのテーマ中でも研究の蓄積が進んでいる領域である。以上をふまえて、本研

究では EI研究の文献をレビュー対象として選択した。 
EI研究における実証方法は、統制変数としてEEの受講経験、性別、家業などを設定し、

独立変数となる要因と従属変数としての EIがどう変化したかを質問紙の回答データから分

析する形式が一般的となっている。なお、独立変数の設定については、EI 研究の理論枠組

みによってバリエーションが異なる。 

その EI 研究の理論枠組みについては、主要なものとして、起業家イベント理論
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（Entrepreneurial Event Model：以下 EEM）と計画的行動理論（Theory of Planned 

Behavior：以下 TPB）の 2つが挙げられる。 

まず、EEM (Shapero & Sokol, 1982; Shapero, 1984)が 1980 年代に登場している。EEM

は、個人の起業意思の判定を目的として提唱された理論枠組みである。この理論では、自

身のビジネスアイデアに対して、実現性（feasibility）と望ましさ（desirability）を

知覚し、行動性向(propensity to act)を有する者に対して、何らかのイベントが起因とな

ることで起業意思が生じるものとされている。 

その後、1990 年代には、社会心理学を中心に、人間の行動予測モデルとして様々な分野

で活用されていた TPB(Ajzen, 1991; Krueger & Carsrud, 1993)が、起業家研究領域にも取

り入れられるようになった。合理的行動理論(the theory of reasoned action)（Fishbein 

& Ajzen, 1975)を拡張する形で登場した TPBは、個人の主観的規範（subjective norm）、

態度（attitude toward the behavior）、行動の統制感（perceived behavioral control）

が起業の意思（intention）に影響して，行動（action）に至るとされている。 

それぞれの理論について、共通性を認めて統合する動き(Kautonen et al., 2015; 

Krueger et al., 2000)と、互換的に使用するべきではないとする指摘（Schlaegel & 

Koenig, 2014）の双方が存在している状況にある。また、両理論の EIの説明力についても、

優劣は確定していない状況iiにあるが、EE研究における引用数においては、TPBがEEMを大

きく上回っているiii。多岐にわたる地域や属性を持つ対象間での EI実証研究を行う際にお

いて、TPB が選択されやすい傾向にある。これは同一の理論的枠組で分析された先行研究

が量的に豊富にあることや、TPB の理論的前提には、当初から意志（EI）の存在が行動(起

業)に移行するとの想定がある点が評価されたものと考えられる。以上の状況をふまえて、

本研究では TPBに基づいた EI実証報告をレビュー対象とした。 

 

2.2 本研究の構成 

 EE 研究は近年急速に増加しており、新興の研究領域である。そのため、本研究では、EI

の実証形態の推移分析も行う。 

詳細は後述するが、EI の実証研究では、「EE が EI 向上に効果的」との報告が多数を占

めており、これを額面通りに捉えると、「EE を行えば EI が向上する」という因果関係を

当然視しても不思議ではない状況にある。さらに、昨今の政府や大学等における EE推進の

大前提として、EE が EI の向上を引き起こし、ひいては起業家やスタートアップ輩出に効

果的との期待があると考えられる。しかし、少数ながら EI 向上を肯定していない報告もあ

り、それらを収集し政策や教育への示唆を抽出する研究は十分に行われていない。     

また、EI 研究では、収集しやすいデータと踏襲しやすい研究デザインに基づく実証が蓄

積し、いわば「研究の近視眼化」が進行している可能性がある。さらに、EI の変化につい

ても、効果を上下で単純化して捉えられてしまう懸念もある。そもそも、「EI 向上の良し

悪し、低下の良し悪しとは何か」という点からの検討も十分に行われていない可能性があ

る。 

そこで、今回は TPB を引用する EI 研究をシステマティックに収集し、問題化

（Problematizing）レビューを行う。 

Alvesson and Sandberg (2020)によれば、リサーチギャップを埋める形での伝統的な研

究アジェンダの設計は、先行研究の補完や強化に寄与するが、類似する研究デザインによ

る紋切型の研究が量産されがちなため、研究の根幹に関わる前提的な問題点・バイアスの

見落としや新たな研究の可能性が制約される危険性がある。 

そこで、見過ごされがちな前提的課題の再考や既成の前提を越えて分野を発展させるこ

とを企図した問題化レビューの手法を提示している。これは次の原則となる。 

 

1．リフレクティビティの理想（The Ideal of Reflexivity） 

2．より広く、より選択的に読む（Reading More Broadly but Selectively） 
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3．蓄積するのではなく、問題化する（Not Accumulating But Problematizing） 

4．少ないほうが豊かである（Less is More） 

 

 本研究では、原則に則り、1．EE の研究・実施の当事者としての問題意識を出発点とし、

2．システマティックに EI実証研究 112件を広く分析し、その中から EIの低下・混在を報

告する文献をより選択的に分析することで、3．従来のレビューでは検出が難しかった問

題化を行い、4．問題を乗り越えるための研究アジェンダとデザインを検討する。 

なお、問題化の基本的な考え方は、理論がしばしば一連の境界的前提によって制約され

ており、その前提が常に明示されるわけではないという認識に基づく。問題化は、既存の

文献や理論の仮定を特定し、それに挑戦することで、より影響力のある理論やリサーチク

エスチョンの形成を目指す特徴を持つ。一方で、どの前提を問題視すべきかの選択に主観

が介入する可能性が限界として指摘されている。その点は、文献収集やコーディングの作

業を共著者各自で検討・確認し、見解の相違箇所は協議をふまえて調整を行い、特定の主

観に偏ることを回避している。 

 

2.3 レビューの計画 

本レビューは、EE 研究の EI 領域での実証報告を対象とする。計画段階で、EE の前提に

関わる問題化に取り組んでいる先行研究を調査した。 

2023 年 7月 1 日に、Scopus にて、「entrepreneurship education problematizing」と

検索した結果、5 件が該当したが EE に関するものはなかった。さらに、2023 年 12月 30 日

に再度 Scopus で、「entrepre*  AND  education  AND  review」と検索すると、1503件が

該当し、そこから「Alvesson M., Sandberg J」の引用文献が 5 件あった。抄録等を確認し

た結果、EE の EIに関する問題化レビューを行うものは存在しなかった。 

 

2.4 レビューの実施 

本レビューの対象選定のため、まず、EI研究の中核的理論となる Ajzen (1991)を引用す

る文献を Scopus で 45,979 件特定した。そこから「entre* AND education」で絞り込み、

5,527 件を抽出した。文献一覧をダウンロードし、抄録に「entre」「education」

「effect」の単語が含まれる 517件を特定した。抄録等を精査し、EEがEIに及ぼす効果に

関する研究を絞り込み、さらに本文内容から EIの実証結果が確認できるものを絞り込むと

112件となった。今回は当該 112件がレビュー対象となる（図 1）。 

 

図 1 文献レビュー実施手順 

 
 

2.5 概観 

2.5.1 年別の報告件数 

2010 年から 2014年までは横ばいで推移していたが、2015年以降は急増し、2022 年には

最大の件数がみられた（図 2）。 

 

図 2 年別の報告件数 
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2.5.2 責任著者の地域 

責任著者の地域は、上位 5カ国のうちスペインが12件と最も多く、次いで中国が11件、

マレーシアが 8件である（表 1）。さらに、インドが 7件、ドイツとアメリカが、各 6件で

ある。 

 

表 1 責任著者の地域と報告件数 

  
 

2.5.3 サンプル数 

サンプル数（質問紙の回答者）の詳細が確認できた全 112 件にて、サンプル数の範囲は

32〜35,335 で、様々な規模の研究が含まれている。平均サンプル量は 781 件で、中央値は

321件であった。 

 

2.5.4 ジャーナル別の状況 

 幅広いジャーナルにて、EI の実証研究が掲載されている。Education and Training、

International Journal of Management Education が 各 10 本 、 Journal of 

Entrepreneurship Education が 8本となっている（表 2）。 

 

表 2 ジャーナル別の掲載件数 
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また、AJG(Academic Journal Guide)2021 のジャーナルランクと EI検証結果を、表 3 に

まとめた。総じて EI 向上報告が高いが、ランク 3のジャーナルのみ、有意差なしや低下の

報告割合が他ランクと比べて高い。 

 

表 3 ジャーナルの AJGランクと EI検証結果 

 
 

2.5.5 概観まとめ 

 ここまで EI 実証研究の概観を確認した。2017 年以降より件数が急増し、特定の国や地

域で研究が活発化していること、多岐にわたるサンプル数やジャーナルの状況が判明した。

EI 研究が世界的にどのような状況なのかを客観的に捉えることは、今後の研究の方向性や

教育実践を検討する基礎となる。 

 

3. 報告 

 ここからは研究デザインや教育効果の時系列での推移や研究デザインと教育効果の関連

性などの報告を行う。 

 

3.1 研究デザインの分類 

図 3 は、対象文献での研究デザインを、横断（crosssectional）、事前事後（ 

pre-post ） 、 対 照 群 （ 

control group）、定性（qualitative）、縦断（longitudinal）に分類ivしたものである。

なお研究デザインは、複数手法が併用されることがあるため、延べ件数で計上した。 

全体的に、横断型が多く、近年急増している。横断型の検証手法は類似しており、先行

研究が乏しい学生属性（地域や専攻など）に、質問紙調査を実施し、収集データから回帰

分析等を実施し、EE受講有無や EI状況などの変数の相関関係等から EIへの影響を分析し

ている。 

次いで事前事後での検証が継続的に報告されている。また、対照群型も定期的に報告さ

れている。定性型は数が少ないものの、定量型と組み合わせる形でいくつか発表されてい

る。 

 

図 3 研究デザインの分類別推移 
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3.2 EI 変化 

図 4 は、EE の EI への効果を、向上、混在、低下、有意差なしに分類vしたものである。

全期間で、EI 向上が最も多く、近年は急増している。一方、EI 低下や混在は少数だが一定

数が出現している。 

 

図 4 EE の EI効果に関する報告推移 

 
 

さらに研究デザインと EI 変化の関連性を確認した（表 4）。なお、研究デザインは延べ

件数計上のためレビュー対象文献 112件と総数は一致しない。 

 

表 4 研究デザインと EIの結果の関連性 

 
 

全体的に、EI 向上が最も多く、105 件のうち、横断型が 71 件と突出して多い。次に事

前・事後型が 19 件、縦断が1件vi、対照群型が 12件、定性型が 2件である。有意差なしが

合計 11件、向上と低下の両方が確認された EI混在は、合計 6 件である。EI 低下は全体的

に少なく、事前・事後型が 4 件である。 

 

3.3 教育内容 

本研究の対象112件の文献にて、EE内容の記述が確認できたのは 50件であった。実施内

容の記述は、表 5 の 5 事項（①教育内容、②教育目的、③学習時間、④受講対象者、⑤プ

ログラム全体概要）に整理できる（表 5）。各事項の充足状況も分析した。結果、5事項を

全て充足した報告は、4 件と極めて少数であることが判明したvii（表 6）。 

 

表 5 EE 研究文献における実施教育内容の記載状況 
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出所：レビュー対象の文献をもとに著者作成。 

 

表 6 教育内容５事項の記述充足数 

 
出所：レビュー対象の文献をもとに著者作成。 

 

文献で、詳細なシラバス情報等の添付は極めて少ない。簡易的な内容記述に留まる報告

が多く、提供 EE内容の把握が難しい傾向にあった。 

 

4. 考察 

 4.1 112文献に関する考察 

前項のとおり、報告数は年々増加傾向にあり、特に近年は活発化している。また、責任

著者の所在地からは、世界的な関心の高まりが示唆される。 

研究デザインから俯瞰すると、横断型が 126 件中 73件と 6割近くを占め、それと比較す

ると事前事後や対照群型の割合は大きく下がる。特筆すべきは、横断型 73 件中 71 件とい

う極めて高い割合で EI 向上が報告されている点である。また、EI 向上報告の 105 件のう

ち、横断型が 71件と約 7割を占めている。これら横断型は、因果関係の把握が行えない点

を考慮すべきである。横断型調査を積み上げることは「何が起こっているのか？」の断面

把握という側面が強く、EE を肯定する材料にはなるが、起業数の増加や成長促進には必ず

しも直結しない。そのため、非横断型での EI 実証研究の蓄積と並行して、さらに EI 発生

後の起業行動への転換や成果実現までのメカニズム研究も必要である。しかし、縦断型・

比較群型の伸びは緩やかであり、因果関係や中長期的な影響の解明が十分でない点が課題

である。 

また、多くの EI 実証の前提的な理論とされている TPB も、問題点が指摘(Sniehotta et 

al., 2014)されている。Noar and Zimmerman(2005）は、メタアナリシスの結果、TPBを使

用した研究で、『「短期的」ではなく「縦断的」デザインを用いた場合』、あるいは、

『参加者が大学生でない場合』、『結果測定が自己報告ではなく客観的に行われた場合』

には、行動の予測性がかなり低下すると報告している。この指摘は、TPB を使用した EI 実

証においても該当する可能性があり、実証研究の前提に関わる懸念事項である。 

Alvesson and Sandberg (2020)の問題化に基づくと、今日の EI研究では、TPBに基づく

形で EE の EIへの効果を実証するため、研究上の新奇性を有する属性に対して、EE受講有
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無や EIを測る項目を設定した質問紙に横断型で回答させ、回帰分析等をふまえて、何かし

らの EI 向上効果を報告するというパターンが量産されているといえる。この傾向が続くと、

EEの効果が、EIの向上と低下という分かりやすく単純化された点で評価されがちになり、

特定の方向性や結果が過度に強調される危険が生じる。厳格な方法論や再現性に欠ける研

究でも、EE が肯定的に評価されると、社会での肯定的認知が増し、過大に評価されること

も考えられる。 

これによって、二つの影響が考えられる。肯定的な面は、EE が有力な施策と認知される

と、教育機関での新規導入が促進されるだけでなく、政策的な予算獲得も容易になる。し

かし、背景にある教育の方法論や検証が不十分なままブーム的に画一的な EEが加速・再生

産されると、教育効果や意義が不明瞭な施策が積み上がり、最終的には「EE は効果的では

ない」との表面的かつ反動的な評価に陥る懸念がある。この問題意識をもとに、次項以降

で、EIの実証研究の課題をより具体的に確認する。 

 

4.2 説明変数の問題点：教育方法に関する記述の欠如 

本レビューにおいて、実施 EE 内容の記述に課題が確認された。本文が確認できた全 112

件中 62件で、EE の詳細が明らかになっていなかった。 

 EI 実証では、EI の変化を結果変数とし、その説明変数として EE の受講を確認する形が

大半である。しかし、影響要因となる EEの詳細が確認できない文献が多く、質問紙の設問

も「過去の EE受講の有無」などの簡易形態となっている(Nabi et al., 2017)。これによ

り、説明変数の EEが一括りとされ、具体的な教育内容を変数に設定したり、前提となる教

育内容が不明のために、影響の解釈が困難となっている。これは大きな課題である。 

 説明変数の詳細把握という点で、調査対象の EEが前提とする起業形態の定義が不明な点

も課題である。例えば、起業を目指すとしても、スタートアップとスモールビジネスでは、

必要な教育方法が異なる。しかし、EI 実証研究の多くでは、著者が目的とする起業形態の

定義や具体的な教育方法の記述が十分ではない。こうしたことは、2 つの点で問題がある。

1 つ目は、受講生が、自身のアントレプレナーシップへの想定と、講師が想定しているア

ントレプレナーシップの定義や提供内容に対して、期待ギャップを起こしてしまうことに

ある。 

 2 つ目は、個別具体的な教育内容は多様であるにもかかわらず、EE が一面的に捉えられ、

「EEをすれば、EIが向上し、起業が増える」と単純化し、理解されてしまうことである。

このような単純化は、多様な目的や実践の豊かさを削ぎ落とし、誤読に基づく政策上の意

思決定を誘発する恐れがある。 

 上記のように、大多数の横断型調査では、EI 向上が肯定されているが、研究方法等に依

然重大な課題を抱えている。これらをふまえて、次項では特定の事例に着目した分析を行

う。 

 

4.3 EIの低下・混在を報告した 9 文献に関する考察 

前述の通り、EI 実証では、横断型調査の 97%が向上報告という顕著な傾向を示したが、

事前事後型・対照群型では、向上が 6 割程度に低下し、有意差なしや低下・混在ケースが

増加傾向であった。これらの「EI 向上とはならなかった報告」に焦点を当てることで、EE

研究の前提的な課題につながる示唆が得られるのではないかと考えられる。 

前項ではシステマティックに 112 文献の分析を行い、問題化レビューでの「より広く、

より選択的に読む」の「広く」を押さえる形となった。続いて、「より選択的」を押さえ

るべく、EI 低下（4 件）と混在（5 件）の報告を分析する。 

 

4.3.1 EI 低下事例 

表 7 EI 低下を報告した文献一覧と概要viii 
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EI低下の 4件は、2010年から2021年にかけて欧州を中心に報告されている（表 7）。EE

の内容は、シリアスゲームixでの擬似的起業体験が2件、講義と個別指導を組み合わせたコ

ースや、複数科目を含む包括的なコースである。 

研究デザインは、いずれも事前事後型や対照群型である。これは、横断型の EI 向上報告

が多数となる全体傾向から見て大きな差異である。 

EI 低下の要因は、EEの受講過程で、学生が「自身の起業への適性を発見」するためと示

唆されている。つまり、受講前には漠然としていた起業へのリアリティ向上や成功した起

業家と自身のコンピテンシーのギャップの発見が影響している。また「起業の難しさを認

識」も適性の発見と関連するものである。 

研究の限界にも共通性がある。EE の特性上、比較群を設定する難しさや、参加者サンプ

ルの偏りが挙げられる。また、ゲームは、ゲーム内での選択業種でバイアスが生じた可能

性がある。 

以上のとおり、低下事例は 4 件と少数だが、非横断型の研究デザインで、EE が自身の起

業適性の発見や起業の難しさの認識を生じさせた可能性が確認できる。 

続いて、部分的な影響や対照群間で相反する影響となった混在事例を確認する。 

 

4.3.2 EI混在事例 

 

表 8 EI混在を報告した文献一覧と概要x 
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EI混在は 5 件で、2018年以降は毎年報告されている（表 8）。地域は、アメリカ、メキ

シコ、ドイツ、スペイン、マレーシアと広く分布している。 

研究デザインは、横断型は 0 件で、いずれも事前事後型、縦断型、対照群型である。横

断型ではない点は、EI 低下事例と共通して、特筆できる点である。 

EI 変化としては、5 件中 3件が「相反する影響」である。これは、対照群間で EI 向上と

低下が確認されたものである。残る 2 件は、「部分的な影響」で、TPB での個人の態度、

主観的規範、行動のコントロール感の一部に EE の影響が認められた。 

研究の限界も、低下事例と共通し、対照群の設定やサンプルの偏りが挙げられた他に、

対象者の選択バイアス、変数設定の不足、計測期間の短さが確認された。 
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4.4 少数事例から得られる示唆 

ここまでEI低下と混在を確認した。EI変化と要因の示唆を下記のとおりまとめた。（表

9）。 

 

表 9 EI 低下・混在事例における要因示唆と研究上の限界 

 
 

EI 低下・混在の要因や限界を俯瞰すると、EI 変化の複雑性や変化を平均的に捉えること

の課題が改めて確認できる。EE 受講の個々人においては内心に様々な変化があるはずだが、

EE 効果を受講生全体の EI 変化として平均的に捉えてしまうと、個々人にとっての EI 変化

の良し悪しといった部分の把握は難しくなる。 

特に注目すべき低下理由は「起業に対する認識の変化（自身の適性の把握や起業の困難

さの自覚）」である。EE によって、EIが低下することは、EI 向上を主眼とする EE 実施主

体にとっては、歓迎されないかもしれない。しかし、受講生が起業の困難さを適切に認識

し、自身の適性を考慮した上で EIが低下することは、起業の失敗による自身の経済的・精

神的打撃を防げる点や起業家への敬意醸成の基盤となりうる点で前向きに捉えられるので

はないだろうか。EI 低下を教育の失敗と一面的に捉えるのではなく、むしろ適性の発見や

起業志望者のフィルタリングとしての機能を果たしていると考えられる。 

一方で、現在少なくない大学で EE の目標や評価指標として、EI 向上が掲げられている

が、これらは「EE によって、起業家を増加させる」ことを前提としている。もちろん起業

家の輩出は重要だが、起業件数の大学間競争に傾倒したり、学生自身の職業選択や人生観

を考える機会という観点の欠落がエスカレートすると結果的に社会全体のアントレプレナ

ーシップ機運の醸成を阻害しかねない。まさに受講生にとって、EI の「良い向上・悪い向

上、良い低下・悪い低下」とは何なのかという問いを持つ必要がある。そのためには研

究・実践において EI の単純な上下を超えて、その質的な変化、すなわち、EI 向上が実際

に受講生にとって有益なのか、または逆効果なのかを考慮する視点が重要である。その点

が、EE が直面する課題に対応し、より効果的で実質的な成果を生み出すための出発点とな

る。 

 また、教育機関として、いかなる立ち位置で EEに取り組むべきなのかという倫理的側面

の議論や検証が不十分な点も問題である。こうした研究結果から明らかになることは、EE

による EI 向上を報告する多数の研究もまた、手放しで喜ぶことができないということであ

る。EI の低下・混在報告への考察を反転させてみれば、受講生の適性を考慮しないまま無

反省に起業を推進し、指標としての EIが向上したという研究結果を歓迎する学術的立場は、

短絡的なものでありうることが示唆されるだろう。 
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5. 結論 

5.1 本研究の総括 

 EE の EI への効果は長年研究されてきた。本研究では、その問いの最新の状況と課題を

明らかにするべく、問題化レビューを行った。 

 まず本研究のシステマティックな分析による記述的結果だけに着目すると、「EE をすれ

ば EI が上がる」と言えなくもない内容が確認された。まさにその点は昨今の EE 推進の根

拠になっている。これは EI 向上を報告する多くの先行研究を肯定する側面もある。 

 しかし、本研究では、研究デザインによる顕著な結果差や EEの内容不明などの研究上の

問題点を明らかにし、多くの EI実証の前提的な理論として使用されている TPB 自体の問題

点も指摘した。また、Nabi et al.(2017)の先行研究でも、成果測定や教育方法の記述が問

題視されていたが、その報告から 6 年が経過した現在も、問題が解消されていない状況を、

本研究で確認した。 

 従来のレビューでは、定量的な全体傾向や研究課題の抽出が主たる内容だったが、本研

究ではさらに低下・混在の事例への考察を試みた。その中で、受講生の内心変化に着眼し、

EI 向上・低下という結果を単純に蓄積させるだけでは、EE と EI の本質的解明には繋がら

ない懸念を指摘した。この点から現状の多くの EI 実証研究で、EI の「良い向上・悪い向

上、良い低下・悪い低下」とは何なのかという点での検証が不十分であることが判明した。

先行研究でも、EI 変化の分析結果の一般化は未解決の問題と指摘（Fayolle & Liñán, 2014）

されていたが、本研究で今後取り組むべき研究の具体的方向性を示した。 

 以上を総合すると、本研究は、EE の EI への影響を単純化して捉えることの限界と問題

点を明らかにした。TPB は共通的な研究デザインで EI を測定できる点で有用であり、世界

的に様々な報告が蓄積されているが、理論に前提的な課題を抱えている。そこからさらに、

EI の向上低下という単純化された判定で EI 研究が蓄積されることで、研究の近視眼化が

進行している可能性も明らかになった。 

 

5.2 今後の研究の方向性とアジェンダ 

ここまで、112文献と EIの低下・混在を報告する 9 文献に関する報告・考察を行い、EI

研究が抱える問題点を以下の通り特定した。 

 

1. 類似する横断型の研究デザインによってEI効果を肯定する実証が既に積み上がってい

る可能性がある点 

2. 教育内容の詳細が確認できない報告が多く、厳密な説明変数が設定できていない点 

3. EI 低下や混在の意義やそもそも実施主体としての教育機関が担う EE の責任といった

議論・検証が不十分な点 

 

 次項にて、具体的な研究デザインとアジェンダの検討を行う。 

 

5.2.1 提言①：横断型の調査結果に対する再検証の実施 

本研究では、横断型調査を行えば EI 向上が観測できるといえるほどの明確な傾向が見ら

れた。しかし、事前事後型や対照群型の研究では、有意差なしや低下・混在の増加が確認

された。これは、EI 変化の複雑性や変化を横断的に捉える難しさを示唆する。また、横断

型の急増と比べて、縦断型や対照群設定の研究数が不十分な点も確認された。 

これらの問題解消は、EE 研究の急務である。その方策として、既に横断型で検証された

属性や集団に対して、縦断型や対照群での検証を再度実施し、横断型の結果との比較・分

析の実施が考えられる。これにより、従来、EI が向上していた属性からも異なる結果が観

測される可能性があり、その相違を検証することで、新たな示唆や改善点の発見が期待で

きる。このような研究の積み上げが、EI研究の深化と前進に必要である。 
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5.2.2 提言②：具体的教育方法・形態に関する記述の標準化 

これまで、報告での EE内容の記述が不十分であると指摘した。内容照会のためにシラバ

ス情報等の標準的な添付が望ましい。内容情報を活用し「どのような目的」で「どのよう

な教育が実施されたのか」を、実施類型と前提となる理論的・概念的次元に分解した規定

が必要である。方法としては、EE内容を Béchard and Grégoire (2005)の 5類型xiに当ては

めた変数化が考えられる。 

次に、対象 EEが前提とする理論的・概念的次元を、明確に追跡する方法も必要となる。

具体的には、教育内容を、Mansoori and Lackéus (2020)の起業手法 6類型xiiに当てはめる

形が考えられる。この方法で、結果変数との関係性の詳細な分析が期待できる。 

 

5.2.3 提言③：EI 低下や混在の意義と教育機関が負う責任の再考 

EE では、EI 向上や起業者が歓迎されがちだが、EI 低下に対する議論・検証や EIの低下

者への対応は劣後している。この点に関して、直接的には EE提供後の受講生の内心的変化

と教育的フォローの研究が必要となる。自身の適性や起業への困難を自覚した受講生への

ヒアリングなどの定性研究にて、内心変化の計測要素を洗い出し、変数項目と収集方法を

設定する。説明変数は、前項と同様に EE実施類型と前提とする理論的・概念的次元を特定

した形を想定する。この設定にて、比較群を縦断的に追跡することで、詳細な EI 変化の追

跡・検証が期待できる 

 さらに責任主体となる教育機関の EEへの倫理的姿勢や利害関係者の影響も論点となる。

この点も、先行研究が乏しく今後の EE 研究の重要なアジェンダとなる。 

 

5.3 貢献と限界 

 本研究の貢献は 2点ある。1つ目は、EI実証において、横断型調査の EI 向上報告が突出

して多い点を定量的に指摘し、前提的な問題提起と解決案としての研究デザインと変数設

定を提示した点である。 

 実際に 2023 年秋以降に実施する大規模な起業意識調査での設問に本研究で提言した変数

設定等を使用する。これにより新たな傾向や因果関係が発見できる可能性がある。 

 2 つ目は、EI 低下・混在を糸口として、EE の意義を再考し、適性発見や起業志望者のフ

ィルタリングも成果と捉える観点を提供した点である。また、教育機関の EEへの倫理的姿

勢や利害関係者の影響といった従来議論・検証が不十分だった問題を提起した点は、EE 研

究・実践の成熟に寄与すると考える。これは、政策機関や教育機関が過去の EEを総括し、

今後を検討するための共通的観点を提供するものである。 

 本研究の限界は2点ある。まず、本研究では、EE研究の主要テーマのEIに着眼して問題

化を実施したが、他のテーマには取り組めていない。今後、新たなテーマの問題化が進む

ことで、本研究で指摘した EEの問題点とは異なる課題が発見される可能性もある。また、

本研究では TPBを引用するEI実証研究を対象としたが、EIを測る理論は TPBのみではない

ため、この点は留意が必要である。 

 今回検討した今後のアジェンダと研究デザインは、一定規模で継続的に EEに取り組んで

いる実施主体が検証すれば、従来にはない解像度で実施校の EI状況等の解明が期待できる。

また、場合によっては、現状文脈と異なる結果が明らかになるかもしれない。このような

変化への対応は、一時的に困難を伴う側面もあるが、それを乗り越えることで、EE の実効

性が新たな次元に進展するものと捉えられる。 

 また、大学の EEへの倫理的姿勢や利害関係者の影響が十分検証されていない点は、教育

機関が中心となり改めて過去の方針や施策の検証が必要である。この点は、EE が社会的・

政策的な要請にも十分に応えるとともに、日本が世界に誇るスタートアップ輩出国となる

ためにも必須の課題である。 
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【脚注】 
 

i 2024年 1月 18日に Scopus の文献タイトル検索を下記の通り実施した。 

「（entrepre* AND education AND ※以下同上） intention」: 444 件 

「（同上）learning」: 320件 

「（同上）evaluat*」: 110件 

「（同上）pedagog*」: 74 件 

「（同上）introspect*」: 0件 

 
iiKrueger et al.（2000）は、⼤学⽣対象の実証で、TPBと EEMを検証し、いずれも統計的な
有⽤性を確認した。なお、EEMも TPBも「EIから起業⾏動への移⾏」という計画的な意
図がある起業⾏動を前提するが、エフェクチュエーション(Sarasvathy, 2001)的な意思決定
プロセスでの起業⾏動は想定していない点に留意が必要である。 
 
iii Scopus上の被引⽤件数は、EEMの Shapero and Sokol (1982）が 1,963件に対し、TPBの
Ajzen (1991）は 45,979件である。TPBは、EE研究に限定しない理論のため、45,979件の
⽂献から EE研究関連の⽂献を把握するべく、単語「entre* AND education」で絞り込むと
5,527件となった。 
 
iv 1回目と 2回目の調査期間が 1年以上のものを縦断調査、1年より短いものは事前事後

とした。 

 
v 教育効果の整理は、EIが有意に上昇したものを、「EI 向上」とし、逆に有意に EIが低

下したものを、「EI 低下」とする。また、有意差が確認できなかったものを「有意差な

し」、比較群間で相反する結果や部分的な効果に留まったものを「EI混在」とした。 

 
vi この報告は、オラデア⼤学の EEプログラムに在籍した 313⼈のルーマニア⼈学⽣を対象
としたものである。Ajzenの TPBの枠組みに依拠した質問紙を 2020年と 2021年の 2回収
集し、収集構造⽅程式モデリングを⾏ったものである。 
 
vii 対象プログラムが単発実施の講義やワークショップか、通年や複数年で実施する大規模

な体系的プログラムかで教育内容の記述に差が出るため、現実的には 5事項全てを記述で

きるものではないが、教育内容の把握の点からは一定の項目数が充足されることが望まし

い。 

 
viii カッコ内は原著におけるコーディング対応箇所の和訳を記載している。 

 
ix シリアスゲーム（serious game）は、エンターテインメントではなく、学習要素や体験、
関⼼度の喚起を⽬的としたコンピュータゲームのジャンルである。 
 
x カッコ内は原著におけるコーディング対応箇所の和訳を記載している。 
 
xi EE内容をサプライモデル、デマンドモデル、コンピテンスモデル、サプライモデルとデ

マンドモデルのハイブリッド、デマンドモデルとコンピテンスモデルのハイブリッドの 5

類型に整理し、結果変数との関係性をより詳細に分析することが可能になる。 

 
xii 6類型は次の通りとなる。ビジネス・プランニング型(Draman, 1995)、仮説指向計画法
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型(McGrath & MacMillan, 2000)、エフェクチュエーション型(Sarasvathy, 2001)、デザ

イン思考型(Brown, 2008)、プリスクリプティブ・アントレプレナーシップ型(Fiet & 

Patel, 2008)、リーン・スタートアップ型(Ries, 2011)。 
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